【様式９－２】
社会福祉法人設立計画書

1．設立予定法人の名称
（ふりがな）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

社会福祉法人（仮称）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　
2．設立予定法人の主たる事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
3．設立予定法人の設立代表予定者

（ふりがな）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・年齢　　　　　歳　　

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・職業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

4．設立予定法人の役員（代表・理事・監事）予定者

	
	氏名
	年齢
	職業
	学
	福
	特
	他の社会福祉法人の役員等である場合，その法人名を記載

	代表
	
	
	
	
	
	
	

	理事
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	監事
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


学：学識経験者，福：福祉関係者に該当する人に○を付ける。

特：親族等の特殊の関係にある者がいる場合は各組ごとに○数字で記入すること。

5．評議会設置の有無（該当する□にレを記入してください。）
□設置する（予定する定数　　　　人）　／　□設置しない

6．法人設立の趣意

	


7．財産関係

(1) 資産

	基本財産
	土地
	所在地
	

	
	
	面積
	㎡
	評価額
	円

	
	
	所在地
	

	
	
	面積
	㎡
	評価額
	円

	
	建物
	所在地
	

	
	
	床面積
	　　　　　　㎡
	評価額　
	円

	
	
	所在地
	

	
	
	床面積
	㎡
	評価額　
	円


(2) 差引正味財産

資産総額　　　　　　　　　　　　　負債総額　　　　　　　　　　差引正味財産

　　　　　　　　　　　円　－　　　　　　　　　　　円　＝　　　　　　　　　　　円

「社会福祉法人設立計画書」の書き方

社会福祉法人設立の要件を満たしてください。詳細は、担当課（福祉部　指導監査室　法人指導課）までお問い合わせください。

2．設立予定法人の主たる事務所の所在地

法人を設立したときに、事務所を設置する予定の住所を記載してください。今回建設する施設内に設置する予定である場合は、その旨も記載してください。（東大阪市内の所在地としてください）
（例）東大阪市○○町○丁目○番地　特別養護老人ホーム(仮称)○○○施設内

3．設立予定法人の設立代表予定者

法人設立代表予定者の権限を証する委任状[様式１２]により各法人役員予定者から応募に関する一切の権限の委任を受けた者について記載してください。

4．設立予定法人の役員（代表・理事・監事）予定者

「3．設立予定法人の設立代表予定者」の設立代表予定者も含め、設立予定法人の理事又は監事となる予定の者全員について記載すること。役員予定者が他の社会福祉法人（設立予定のものも含む｡）の役員である場合は、当該法人の名称を記載してください。

7．財産関係
社会福祉法人を設立するに当たって、贈与確約書に基づき取得する財産について記載してください。各項目については次のとおり。なお、資金計画書［様式１３］の内容と整合性をとってください。

・土地　　一筆ごとに、所在地及び面積は登記簿謄本どおり記載し、評価額は令和４年度固定資産税課税台帳に登録されている評価額を記載してください。

・建物　　既存の建物の贈与を受ける場合は記載してください。1棟単位で、所在地及び床面積は登記簿謄本どおり記載し、評価額は令和４年度固定資産税課税台帳に登録されている評価額を記載してください。
※設立予定の法人が施設の建物を自己所有（補助対象の前提条件）することが条件となります。
